
裏面の「申込方法」記載の各項目をご記入の上、令和７年２月２０日（木）までに

農業改良普及センター又は農林水産部農業振興課宛にメールでお申込みください。

主催：東京都産業労働局農林水産部

令和６年度 

地産地消で地域を活性化！
～女性目線の販促活動で集客力アップ～

参加申込

２月２０日
まで

東京都では、女性農業者がその能力を発揮し、積極的に経営に参画していくことを推進するため、

毎年フォーラムを開催しています。

今年度は、農産加工・直売活動プランナーの本橋修二先生に『地産地消で地域を活性化』をテーマ

にご講演いただきます。また、都内農業者の事例発表を行い、地産地消を活かした様々な販促活動を

ご紹介します。

☆本フォーラムは性別を問わずどなたでもご参加いただけます。

申込方法

[日 時] 令和７年２月２7日（木）13:30～16:30

[会 場] たましんRISURUホール ３階小ホール

オンライン（YouTubeLive）も同時開催

[定 員] 会場１００名

会場でもオンラインでも
参加できます！

託児完備！
※事前申し込み制

会場案内

たましんRISURUホール（立川市錦町3-3-20）

・JR立川駅南口から徒歩13分

・多摩モノレール立川南駅から徒歩12分

・JR西国立駅から徒歩7分
※専用の駐車場はございません。お車でお越しの方は、

近隣の有料駐車場をご利用ください。

 

東京都農業・男女共同参画フォーラム



●13:30 開 会

●13:40 講 演 農産加工・直売活動プランナー 本橋 修二氏

『地産地消で地域を活性化』

●14:40 質疑応答

●14:50 休 憩

●15:05 事例発表① 横山 めぐみさん（足立区 横山農園）

                                                  ☆市場と庭先販売のハイブリット農家  〜SNSで庭先直売をPR 農園ファンの開拓〜

事例発表② 奥薗 和子さん（青梅市 lala farm table）

☆青梅市で新規就農 〜ハーブのあるドイツ流の食文化を届けたい〜

事例発表③ 村野 結希さん（東久留米市 はたや農園）

☆東久留米市の江戸東京野菜農家 〜シールやレシピで売り上げUP〜 

事例発表④ 青木 幸子さん（多摩市 青木農園農家料理） 

☆消費者とつながる野菜農家 〜食と農の楽しさを伝える〜

●15:45 全体講評

●16:15 閉 会

農産加工・直売活動プランナー 本橋 修二氏講演講師

プログラム

①氏名、②区市町村名、③参加方法（会場またはオンライン）、④電話番号、
⑤メールアドレス、⑥託児希望の有無をご記入のうえ、農業改良普及センター
又は農業振興課宛てにメールでお申込みください。
〈ご記入いただきました個人情報は、本フォーラム開催事務のみに使用し、その他の目的には使用しません〉

ﾟ｡*｡ﾟ*  申込方法・お問い合わせ ﾟ｡*｡ﾟ* 

□区部農業改良普及センター TEL:03-3678-5905 mail:S0296617@section.metro.tokyo.jp
□西多摩農業改良普及センターTEL:0428-31-2374 mail:S0000703@section.metro.tokyo.jp
□南多摩農業改良普及センターTEL:042-674-5971 mail:S0000664@section.metro.tokyo.jp
□北多摩農業改良普及センターTEL:042-465-9882 mail:S0296618@section.metro.tokyo.jp
□東京都 産業労働局 農林水産部 農業振興課 普及担当 

TEL:03-5000-7185 mail:S0000487@section.metro.tokyo.jp

【託児希望の方へ】

・生後満６カ月から小学校就学前のお子様に限ります。また、申込者多数の場合ご希望に沿えない場合があります。

【オンライン参加の方へ】
・申し込みいただいたメールアドレスに、２月２１日までに招待メールを送付させていただきます。

※プログラムは変更になる場合があります

1971年に茨城県庁に生活改良普及員として入庁、以来、一貫して農産物の加

工品開発と農産物直売所の立ち上げに取り組み、その担い手としての農村女性起
業者の育成に携わる。1990年に茨城県農産加工指導センターの整備を担当し、
専門技術員と加工技術指導員として研究開発に取り組み、研究成果を農村女性起
業者等に普及させ、地産地消活動を推進してきた。退職後も、農山漁村発イノ
ベーションサポートセンター中央・地域プランナーとして、また、公益社団法人
日本食品衛生協会HACCP普及指導員、農林水産省HACCP相談員として6次産業
化を支援している。
その傍ら現在は、会得した手打ちそばの技術を活かし、県内外で農家レストラ

ンや地産地消型のそば店開設の支援にも取り組んでいる。
県内外で、そば打ち講師としても活動し、
日本蕎麦の地産地消活動を支援している。
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